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Three Crises and Obama Administration
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はじめに

　バラク・オバマは、初めてのアフリカ系アメリカ人の大統領として注目を
集めたが、オバマが大統領に当選できたのはアフリカ系だったからでは必ず
しもない。彼がシカゴで属する教会の黒人牧師が、長年白人の人種差別を歯
に衣着せずに攻撃してきたことが明るみに出て、オバマの愛国心にも疑念が
生じ、大統領としての適格性が議論の的になったように、アフリカ系である
ことは、オバマにとって大統領選挙ではむしろ不利な面もあったのである。
それゆえ、オバマについては逆に、アフリカ系にもかかわらず、大統領に選
出されたのはなぜかが、問われねばならないということになろう。
　本稿がオバマ政権の経済政策を取り上げるのも、この点に関連してのこと
である。つまり、経済政策それ自体を論じるというよりも、むしろアメリカ
の国際的な主導権が今後も果たして発揮されるのか、発揮されるとすればど
のような条件の下で、またいかなる方向で展開されるのかを考察することを
課題としている。

ŗǯȱȱ三つの危機とアメリカの国際的影響力の基盤

　端的に言って、オバマが大統領に当選できたのは、アメリカが重大な危機
に直面していたからであった。ŘŖŖŞ年には、白人の黒人に対する伝統的な
偏見がすでに飛躍的に改善されていたのは事実だが、それ以上にこの危機の
前では、アメリカ国民の間に伝統的な偏見すら影を潜めるような危機感が抱
かれていた。そうした中で、オバマは個人的な魅力と変革への力強い意欲を
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示すことによって、対立候補を ŝƖ以上も引き離す圧倒的な得票を獲得した
のである。「そうだ。できるんだ！」というスローガンは、その端的な表現だっ
た。しかし、変革への期待感が大きかっただけに、オバマ政権の実績もまた、
そのスローガンに値するか否かで問い質されるという、厳しい試練が待ち受
けていたのである。
　連邦上院議員に就任してから、まだ Ř年も経っていなかったオバマが大統
領選挙への出馬を決意したのは、ŘŖŖŜ年の中間選挙で民主党が大方の予想
以上に善戦し、ŗŘ年ぶりに連邦議会上下両院で多数党の地位を奪還したか
らであった。この選挙ではジョージ・W・ブッシュ政権が強引に開始したイ
ラク戦争後の情勢が最大の争点になり、共和党はその責任を問われて、いわ
ば不信任されていた。
　オバマが、民主党の有力大統領候補だったニューヨーク州選出上院議員ヒ
ラリー・クリントンに対抗するためにも、独自の存在価値としてアッピール
したのが、この第一の危機たるイラク戦争開戦前の ŘŖŖŘ年から、開戦に一
貫して反対してきたことだった。クリントンはこの年上院でイラク戦争の容
認決議に賛成しており、この問題を取り上げることはクリントンとの相違を
際立たせるために有効だった。つまり、オバマは、イデオロギー対立が渦巻
き、国民の顰蹙を買っていた連邦議会もろとも、クリントンを「古いワシン
トン」に属する変革の対象と批判したのである。このようにオバマは、中間
選挙で関心の的になったイラク政策を正面から取り上げ、アメリカ軍のイラ
クからの早期撤退方針を公約に掲げることによって、一躍有力候補の一角に
躍進したのであった。
　その反面、この方針はオバマが対外政策で経験が浅いとの懸念を生じさせ
るものでもあった。そのような懸念を打ち消すためにも、オバマは現地司令
官が「勝利の見通しが立たない」と警告を発して深刻化していた、第二の危
機たるアフガニスタン情勢については、アメリカ軍を率いる最高司令官とし
て恥ずかしくない力量があることも、示すように腐心していた。すなわち、
アフガニスタン問題を、アメリカにとって直接的な脅威にもなっている国際
テロリスト対策と明確に位置づけ、ブッシュ政権がイラク戦争に突入して中
途半端な対策しか取らずに情勢を悪化させたと批判して、優先的に取り組む
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方針を打ち出したのである。
　ŘŖŖŞ年にはイラク情勢に改善の兆しがみえており、それ自体がもはや最
大の関心事ではなくなったものの、Ş年間続いたブッシュ政権への失望感が
民主党候補の追い風になっていた。そうした情勢の中で、オバマはワシン
トンの連邦政界批判を盾に、民主党の予備選でクリントンと最後の最後まで
デッドヒートを演じ、どうにか競り勝ち民主党大統領候補の指名を獲得した
のであった。しかし、それも束の間、共和党候補との競争へと焦点が移ると、
オバマの全国的な政治家としての経験の乏しさを批判してきた共和党候補の
ジョン・マケインに、支持率で後れを取ったのである。
　その劣勢をはね退けて、オバマがマケインに圧勝するに至ったのは、ş月
中旬にウォールストリートの老舗の投資銀行リーマン・ブラザーズが破綻
し、第三の危機たる金融危機が表面化して、経済危機が一挙に大統領選挙の
最大の争点に浮上したからにほかならない。この金融危機は、もとはと言え
ば ŘŖŖŖ年に ITバブルが崩壊したのに次いで、翌年 ş ･ ŗŗテロ事件に襲われ
て追い討ちをかけられたことから、景気後退を警戒した連邦準備制度理事会
（FRB）が、低金利政策を継続させたことに由来していた。
　不動産会社が不動産価格の上昇を見越して、信用審査もしないで不動産を
抵当に融資を大胆に行ない、住宅バブルを発生させていた。そのうえ、投資
銀行がその担保付債権を買い取って、リスクを分散して証券化する新たな金
融商品 CDOを開発し、世界中の金融機関に大量に売りさばいていたのであ
る。リーマン・ブラザーズの破綻は、FRBの予想をはるかに超えて金融危
機を世界中に波及させ、経済活動を麻痺させて大量の失業まで生み出す経済
危機へと発展した。この危機は、ŗşŘş年に起こった大恐慌以来のものであり、
「百年に一度」の経済危機とも言われたのであった。
　ブッシュ政権も遂に、それまで保持してきた、極力市場に介入しないとい
う新自由主義の方針を改めて、金融機関への公的資金の導入に踏み切り、連
邦議会に提案するに至った。しかし、ŗşşŖ年代半ば以降、アメリカ経済回
復の立役者として神格化されていたアラン・グリーンスパン FRB前議長が、
金融機関や市場を信頼しすぎた自らの過ちを認めたのをはじめ、ヘンリー・
ポールソン財務長官やベン・バーナンキ FRB議長も住宅バブルを認めずに、
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金融危機の予防対策を取るのが遅れた責任を厳しく批判されたのである。
　イラク、アフガニスタン両政策は、ブッシュ政権の軍事介入を偏重する方
針が功を奏さず、アメリカの安全保障面での主導権に国際的な不信を生じさ
せていた。それに伴い、アメリカのハードパワーばかりでなく、ソフトパワー
も損なわれたとも言われたが、経済危機はそれに加えて、アメリカのもう一
つのハードパワーたる経済面でも翳りがみえたことを意味した。
　すなわち、アメリカは経済力の回復した ŗşşŖ年代半ば以降、「独り勝ち」
とも言われたように、膨大な貿易赤字を抱えながらも、世界各国の輸出を吸
収する巨大な消費市場と利潤の高い投資市場を国際公共財として提供し、世
界経済の GDPの成長を牽引する役割を果たしてきた。しかし、経済危機は、
国際秩序の形成を主導するアメリカの覇権国としての地位の弱体化をもたら
し、それが安全保障面でも主導権への信頼低下にも波及しかねない可能性が
出てきたのだった。オバマ政権の経済政策も、アメリカの国際的な主導権と
の関連で考察する必要のあるゆえんである。

Řǯȱȱオバマ政権の内政改革

　ŘŖŖŞ年の大統領選挙で当選後、オバマ陣営の政権移行チームは予想以上
に深刻な経済不況を前にして、翌年 ŗ月の新政権発足に向けて、優先的に緊
急の景気対策に取り組まねばならなかった。オバマの当選は、Ş年ぶりの政
権奪還を目指す民主党、なかでもリベラル派の強力なキャンペーンに支えら
れていたが、オバマ政権の経済政策の関係閣僚やスタッフは、むしろ ŗşşŖ

年代にアメリカ経済の回復を達成した実績を誇り、共和党的とも称されたク
リントン政権の陣容を継承する性格が強かった。
　バーナンキ FRB議長が任期半ばだったのに加えて、財務長官にニューヨー
ク連銀総裁のティモシ・ガイトナーが就任し、ホワイトハウスの経済問題担
当補佐官にもラリー・サマーズ元財務長官が起用されたからである。しかも、
ŗşŞŖ年代初めにインフレ対策で辣腕を振るったポール・ヴォルカー元 FRB

議長も、大統領選挙中から経済顧問を務めていたのである。
　したがって、こうしたクリントン政権譲りの経済政策担当者とリベラル派
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との競合を、オバマが大統領としていかに指揮できるかが、政権運営の課題
だったといえる。オバマ自身はシカゴ大学ロースクールで講義した法律学者
でもあり、いかにも実定法の専門家らしく自説に拘泥せずに、他人の意見に
よく耳を傾けて総合的に判断を下す、「橋渡し役」を旨とする人物だった。
　オバマ政権は政権発足後直ちに景気対策の大型補正予算を提案したが、そ
れはあたかも大恐慌対策に取り組んだフランクリン・D・ローズヴェルト政
権が、ŗşřř年の新政権発足後直ちに景気対策に乗り出した先例を踏襲する
かのごときであった。そのうえ、新政権発足後 Řカ月ほどで ŝǰŞŝŖ億ドルに
も上る大型予算を成立させたのも、ローズヴェルト政権のものに匹敵する実
績を迅速に挙げたと言ってよい。
　オバマ政権は、この景気対策を金融危機の克服を重点目標にして、ブッ
シュ政権と同様にŝǰŖŖŖ億ドルを金融機関に注入する公的資金に当てており、
超党派の賛成で実現するのを目指していた。しかし、野党への転落から脱出
するために、失地回復を優先する共和党議員の支持を獲得することはできな
かった。共和党議員は、連邦政府の大規模な予算が年来の主張である「小さ
な政府」の方針に反して、「大きな政府」の出現を招くとイデオロギー的に
反発したのである。
　事実、オバマ政権の景気対策は、失業対策として道路その他のインフラス
トラクチャーを整備する公共事業を展開し、クリーン・エネルギー開発や教
育の拡充にも配慮して、残りの ŞŝŖ億ドル余りを振り向けていた。つまり、
共和党議員が警戒する「大きな政府」を開始したローズヴェルト政権のニュー
ディール政策に、類似する特徴を持つものでもあったのである。
　ŘŖŖŞ年の連邦議会選挙でも、Ř年前に多数党に返り咲いた民主党が下院で
ŘŖ議席上乗せし、上院でも議事妨害を防止できる ŜŖ議席を確保する見通し
もあるほどの勝利だった。オバマ政権では、ŘŖŖŜ年の中間選挙で民主党が
多数党に復帰する立役者になった民主党の下院議員選挙対策委員長で、下院
議員総会議長だったローム・エマニュエルがホワイトハウスの首席補佐官に
就任し、連邦議会の議事運営に精通する手腕を生かして議会対策を指揮する
布陣を布いていた。エマニュエルは、ŘŖŖŞ年選挙でオバマが圧勝し民主党
が勢力を伸ばした余勢を駆って、多数の改革を一挙に達成しようとする大胆
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な方針に打って出たのであった。
　オバマ政権には ŚŖ人の「皇帝」がいると、共和党保守派から揶揄された
ように、オバマ政権では政策毎に責任者が中心になって政策の立案を担当し、
内政面でも次のような多様な政策課題を設定していた。すなわち、緊急景気
対策に加えて、金融危機を惹き起こした金融機関の規制強化、ブッシュ政権
が拒否していたカリフォルニア州の厳格な環境規制の採用、新規雇用の創出
を目標にしたエコ・エネルギー研究開発および産業振興、未加入者が多い健
康保険の国民皆制度化などが、その例である。
　このうち国民皆健康保険制度の実現は、クリントン政権が ŗşşŚ年に重点
目標にしながら挫折したものであり、ŘŖŖŞ年の大統領選挙中にも長年医療
改革に取り組んできたマサチューセッツ州選出上院議員のエドワード・ケネ
ディが、オバマ支持に踏み切るに当たって、オバマに強く要請していたもの
であった。オバマはその約束を忠実に守り、新政権でも金融規制と並んで優
先目標に位置づけたのである。ŗ

　ヨーロッパの先進諸国に比べて福祉国家が立ち後れているアメリカでは、
ŘŖŖŞ年初めに健康保険の未加入者が ŚǰŜŖŖ万人、人口の約 ŗśƖに上り、就
労年齢層の ŚŗƖ、ŝǰŘŖŖ万人が医療費の支払いが難しく、Ŝś歳以上の ŝŖŖ万
人も同様な状態にあると見積もられていた。Ř オバマは、大学卒業後の ř年
間シカゴ市の黒人居住地域向上活動家を務め、その後もイリノイ州上院議員
としてその地域を地盤に活動しており、健康保険が工場閉鎖に見舞われて失
業の憂き目にあった人々にとって、いかに切実な問題かを肌身で感じていた。
　こうしてオバマ政権は、健康保険の国民皆制度の実現を優先的な政策課題
として提案したが、その提案には共和党ばかりでなく、民主党内部からも強
い反対の声が挙げられたのである。オバマ政権は、国民皆制度化を財政赤字
を増やさずに達成するという方針を立てたものの、政権自体が独自の法案を
提出せずに、連邦議会の管轄委員会のイニシアティヴを尊重する姿勢を示し
た。しかし、下院厚生委員会が作成した法案には、連邦議会予算局が ŝ月中
旬、年に ŗ兆ドル以上の歳出を必要とし、ŗŖ年後の ŘŖŗş年までに財政赤字
を ŘǰŚŖŖ億ドル増加させると指摘したのであった。ř

　この問題では直接の当事者である製薬業界や、従業員の健康保険料の負担
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を負う民間企業が、řŖŖ人以上の元連邦議会議員およびスタッフはじめ、řǰřŖŖ
人以上のロビイストを繰り出して連邦議員に政治献金等での攻勢をかけた。
共和党も ŗşşŚ年にクリントン政権の健康保険法案を挫折させた勢いを駆っ
て、ŚŘ年ぶりに多数党を奪還した勝利再現のチャンスとばかりに挙党一致
体制を布いたのである。民主、共和両党は、連邦議会の夏季休暇中にテレビ
広告でのキャンペーンに加えて、改革法案を討論するために各選挙区でタウ
ンミーティングを開いたが、共和党はそうした機会を捉えて、民主党議員を
激しく問い詰めるグラス・ルーツ・ロビイングも展開し、全国的に論議を沸
騰させたのであった。
　民主党内部の反対は、国民皆保険制度が連邦政府の財政的な負担になり、
赤字が拡大するのを避けたいというものであった。それは主として、ブルー
ドッグと呼ばれる保守派によるものである。もともとブルードッグは南部の
議員が主だったものの、民主党の党勢拡大に伴い、それ以外の地域でも共和
党の勢力が比較的強い選挙区からの選出議員が加入して、所属議員が法案の
成否を左右できる śŘ人を数えていた。
　オバマ政権も財政赤字の増加は考慮しており、国民皆制度を提案する場
合にも、単に福祉制度の拡充という観点からだけではなく、他の先進国に比
べて医療関係費の伸びが大きく、そのままでは連邦政府の財政負担が大きく
なるのを抑制することも目的にしていた。ちなみに、アメリカの医療費は健
康保険の未加入者が多いのとは裏腹に、ŘŖŖŜ年に GDP比で ŗśǯŞƖに及び、
これは第 Ř位のフランスの ŗŗǯŖƖや第 ř位のスウェーデンの şǯŗƖよりも相
当多く、日本の ŞǯŗƖの倍近くになっていた。伸び率も高く、ŘŖŖŖ年に比べ
て ŗŜǯŖ％増えており、第 Ř位のイギリスの ŗŘǯŚ％よりもかなり多かった。そ
れに伴い連邦予算の医療関係費も、ŘŖŖŞ会計年度には ŘŖŖŖ会計年度比で
śŞǯŚƖ増にもなっていたのである。Ś

　オバマ政権は予算を増やさずに済ませるために、連邦政府直営の公的保険
制度を導入しようとしていたが、この提案も保守派の間では連邦政府の肥大
化を招くという、強い懸念を惹き起こしたのであった。こうしてオバマ政権
が、長年続いた連邦政界でのイデオロギー的分極化の克服を目指していたに
もかかわらず、アメリカ政治では依然としてイデオロギー的対立が継続した



❧ᩍ儆充兎儏兗兟儝儣儫儇兠儞64 65୕僊僔༴ᶵ僎儎儴兂ᨻᶒ

のである。
　しかも、このイデオロギー対立の再燃は、オバマ政権の緊急を要する経
済政策の有効性も争点にしていたことにより、オバマ大統領の支持率にも大
きく影響した。政権発足当初健康保険改革への支持は śş％と高かったのが、
共和党や民主党内部からの反対が激化した ŝ月には śŗƖに下がり、Ş月に
は Śś％と過半数を切るに至った。逆に改革への反対が、この間に ŗŘ％から
Řř％、そして Ş月には řŞƖと急速に上昇して賛成との差が大きく縮まった
のである。ś それに伴い、オバマの支持率も下降線を辿り、政権当初 ŜŞ％と
幸先よかったのが、Ŝ月に ŜŖƖ台を切り始め、Ş月下旬には śŖƖに低下して、
ŗŗ月にはさらに ŚŖƖ台に落ちたのであった。Ŝ

　ş月末の ŘŖŖş会計年度の終了を前にして、ホワイトハウスの行政管理予
算局と連邦議会予算局が Ş月にそれぞれ行なった報告は、財政赤字が前年度
の ř倍の ŗ兆 ŜǰŖŖŖ億ドルになると予測していた。そのうえ、健康保険の国
民皆制度が実現すれば、向こう ŗŖ年間毎年 ŞǰŖŖŖ億ドル前後の赤字が続い
て ş兆ドルの赤字を累積させ、ŘŖŗş年には Řř兆ドルに達すると見積もられ
たのである。これは GDP比で ŝŜǯśƖに当たるとしていたが、GDPの見積
もりが違えば ŗŖŖƖにもなる額だった。ŝ このように財政赤字の増大を懸念
する反対論にも相応の根拠があったのである。
　景気は、Ř月の緊急景気対策や自動車の借り換え援助のお陰で第 Ř四半期
以降持ち直し始めたものの、景気回復のスピードは鈍く金融危機以前の水準
に戻るには Ś、ś年かかると予測されている。しかも、その景気回復は「雇用
なき」ものとも言われるように、失業率の改善をもたらす効果は弱いもので
あった。
　事実、失業率の増加はオバマ政権の予測よりもかなり早く、ŗŖ月に ŗŖƖ
を越え、ミシガン州では ŗśǯŘƖ、ネヴァダ州 ŗřǯŘƖ、ロードアイランド州
ŗŘǯŞƖ、カリフォルニア州 ŗŘǯŘ％と、全国平均よりも相当高い州もあった。
とりわけ自動車産業の中心地だったデトロイト市では、ŘŝƖにも達していた。
黒人やヒスパニック系の場合は特に厳しい状況に追い込まれており、全国平
均でそれぞれ ŗśƖ､ŗřƖになっていた。しかも、このような失業率は高止ま
りして、ŘŖŗŖ年に şƖ台、ŘŖŗŗ年にも ŞƖ台で推移すると予想されていた
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のである。Ş

　したがって、連邦議会ではオバマ政権の景気対策の実効性が疑問視されて、
ガイトナー財務長官が厳しい批判を浴びせられたうえに、再任の審査を受け
たバーナンキ FRB議長も経済危機対策の立ち遅れを詰問された。ş こうし
てオバマ政権は、ŗŘ月に新たな雇用対策を緊急に講じなければならなくなっ
たが、それは景気対策もさることながら現在の経済危機の深刻さを物語って
いた。すなわち、そのことは、取りも直さずアメリカが国際的な主導権を発
揮する基盤になるハードパワーが、弱体化していくことを意味していると言
うことができよう。

řǯȱȱオバマ政権の対外政策

　ブッシュ政権を批判して登場したオバマ政権は、対外政策でも意欲的な方
針を打ち出していた。そのような方針は財政的にも重要であり、健康保険の
国民皆制度が ŗ兆ドルもかかると言って反対されたのに対して、オバマはア
フガニスタンとイラクにはそれ以上にかかっていると反論したが、実際両国
経費は開戦以来 ŗ兆ドル近くまで及んでいた。三つの危機のうち安全保障政
策では、公約通りイラクからのアメリカ軍の早期撤退を実施に移し、ブッシュ
政権が設定していたスケジュールを前倒しして、Ŝ月に都市部から撤退を開
始し、戦闘部隊の撤退を ŘŖŗŖ年 Ş月、全面撤退を ŘŖŗŗ年末までにそれぞれ
完了させる計画を立てた。そのイラクからのアメリカ軍の撤退は、イラク情
勢に安定化の目処を一応立てたうえで、財政負担を軽減させるものと評価さ
れたのである。
　そればかりでなく、中東情勢を安定化させる上で懸案になっているパレス
チナ問題についても、オバマ政権は政権発足後直ちにアラブ系の長老政治家
ジョージ･ミッチェルを特使に任命して、イスラエルやシリアなど関係諸国
との折衝に当たらせた。オバマ自身、Ŝ月にエジプトを訪問した際には父親
がイスラーム教徒で自分のミドルネームもフセインとイスラーム教にちなん
でいることに触れ、カイロ大学で行なった演説ではイスラーム教への敬意を
表明して、アラブ諸国との友好関係を高める方針を明らかにした。
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　また核兵器の開発問題をめぐって紛糾しているイランとの関係でも、軍事
行動を主張するイスラエルのネタニヤフ首相の強硬方針を牽制する一方、中
東問題のヴェテランとして定評のあるデニス・ロスを交渉担当者に任命する
など、中東政策全般についてブッシュ政権とは異なる周到な方針を取ってい
た。
　しかし、三つの危機のうち安全保障政策のもう一つの懸案であるアフガニ
スタン問題については、情勢悪化を改善させる見通しが立たず、政権発足後
ブッシュ政権の方針を踏襲して ŘŗǰŖŖŖ人を増派せざるをえなかった。とは
いえ、ブッシュ政権の戦略まで継承したわけではなく、剛腕で名高いヴェテ
ランの元外交官リチャード・ホルブルックを特使に任命して、軍事に偏重せ
ず民生の安定も重視する方針を打ち出した。またそれに加えて、アメリカお
よび世界各地への直接的な脅威を取り除くためにアル・カーイダを壊滅させ
るという目的に明確に照準を定めて、現地司令官の更迭に踏み切ったので
あった。
　そのような戦時中の現地司令官の更迭は極めて異例なことであり、実に朝
鮮戦争中の ŗşśŗ年に日本を占領していた連合国軍最高司令官のダグラス・
マッカーサーを解職して以来のことである。
　その結果、スタンリー・A・マクリスタルが Ŝ月に新たにアフガニスタン
に赴任したが、Ş月に世論のアフガニスタン政策に対する支持率が過半数を
割る中で、彼もまた ŗŖǰŖŖŖ人から śŖǰŖŖŖ人に及ぶ増派を要請したのである。
この要請には、安全保障担当補佐官のジェイムズ・J・ジョーンズ、上院外交
委員長のジョン・F・ケリー、元統合参謀本部議長で国務長官も歴任したコリ
ン・パウエルなど、オバマの有力な助言者の間にも強い異論があり、オバマ
は直ちに応じることなく慎重な検討を重ねたのであった。
　オバマがようやく新たな方針を表明したのは ŗŘ月になってからであり、
ウェストポイントの陸軍士官学校で行なった演説では、結局マクリスタル
の要請を受け容れて řŖǰŖŖŖ人の増派を表明した。ただし、それに加えて、
ŘŖŗŖ年に派遣を開始するが、翌 ŘŖŗŗ年 ŝ月までにアフガニスタン人の治安
部隊に治安の責任を移管して撤退を開始すると、期限を付したのである。オ
バマはこの期限を付けた理由を、アフガニスタン政府にも責任を自覚しても
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らうためだと指摘したが、果たしてそれを達成できるのかについては、すで
にマクリスタルら軍部が疑義を呈していた。ŗŖ

　オバマ政権はこの増派のために、ŘŖŗŖ会計年度予算に řŖŖ億ドル追加す
るとも表明したが、すでに ŜŞŖ億ドル計上しており、ŗŗ ŗŘ月に連邦議会で
承認された国防費にはイラク向けと合わせて ŗǰŖŗŗ億ドル含まれていた。そ
れだけでも全国防費の ŗś.Ř％を占めており、財政赤字が重大な争点となって
いる中で、アフガニスタン政策の財政負担ものしかかっていた。こうして戦
略、財政の両面でアメリカの安全保障政策における主導権には、国際的に疑
義が呈されるに至っている。
　対外政策は経済危機対策にも関連づけられており、緊急課題となった雇用
対策の一環として、オバマ政権は ş月に巨大な貿易赤字を抱える中国からの
タイヤの輸入を、ダンピングと認定して関税を引き上げる保護主義的な措置
を講じた。もっとも、それに先立つ ŝ月 Řŝ、ŘŞの両日胡錦涛国家主席はじめ
ŘŖŖ人もの中国政府代表団をワシントンに迎えて、戦略経済対話を開催して
いた。オバマ政権がこの対話を GŘとも呼んで、中国の協調を確保する積極
的な方針を打ち出したのは、中国経済の発展が目覚ましく、アメリカの国債
保有額でも ŘŖŖŞ年 ş月までに日本を抜いて第 ŗ位に躍進していたからであっ
た。
　すなわち、赤字の拡大する財政を下支えしてもらうためにも、オバマ政権
には ŘŖŖş年 ş月段階で国債保有率が Řŗ％を占める日本と並んで、Řř％を占
める中国の協力が不可欠になっていたのである。ŘŖŖş年 ŗŖ月末に日中両国
の国債保有額は、ŗ兆 śǰŖŖŖ億ドル超に達していた。
　しかし、アメリカの財政赤字が拡大している中で、BRICsと称される中国、
インド、ロシア、ブラジル Śカ国首脳は、Ŝ月に「もっと多様な国際金融制
度」の必要を訴える共同声明を発していた。現在ドルは世界各国の外貨準備
の ŜŖȬŜśƖを占めているが、ŗŖ年後には śŖƖ以下に落ちると予想する向き
もあった。
　オバマ政権が GŞに代わって、世界経済危機の克服をリードする国際会議
と位置づける、BRICsを含む GŘŖが ş月にピッツバーグ市で開催されるに
当たって、オバマはテレビのインタビュー番組で、「アメリカが数十年にわ
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たって過剰消費をしてきた後で、今は国際経済の均衡を取り戻さねばならな
くなっている」と指摘し、中国やドイツからの輸入を名指しして、「アメリ
カにはもはや売る物もないのに、借金してまで買っている余裕はない」と、
明け透けに語っていた。ŗŘ その対策の一環として、GŘŖの共同声明は、国
際通貨基金や世界銀行の投票権を新興工業国に再配分することを促す決議も
採択していたのである。ŗř

　このピッツバーグの GŘŖ終了後まもなく、ロバート・ゼーリック世界銀
行総裁が、「米ドルが支配的な準備通貨としての地位を保証されていると当
然視するのは間違いだ」と発言して注目を集めた。ゼーリックは「ドルに代
わる複数の選択肢が増えてくる」という見通しを述べたが、バーナンキ FRB

議長はこの発言に反論して、ドルの衰退は近い将来のリスクではないと否定
した。しかし、ピーター・G・ピーターソン国際経済研究所長の C・フレッド・
バーグステンも、アメリカ政府が財政規律を引き締めなければドルが基軸通
貨として優位する時代が過ぎ去るのは、ますます不可避になっていると警告
するに至っている。ŗŚ このようにアメリカのハードパワーの基盤の中でも、
その中核に位置する基軸通貨としてのドルについて、これまでとは違って不
安定化が話題に上るようになったのだった。
　実際、アメリカ経済自体は、景気が緩やかながら回復基調に入ったものの、
GMが合理化を進めて工場閉鎖を行ない、地方銀行が ŗŖŖ行以上も倒産する
など企業の営業不振が続き、失業率が高止まりして消費が抑制された。その
結果、貿易収支はドル安にも支えられて ŗŖ月までの Ŝカ月間改善し続けた
ことにより、ŘŖŖş年の赤字は ŗŖ月までの ŗŖカ月に前年度同時期比で řǰŖŜŞ
億ドルの減、実に－ Śş.Ŝ％と半減したのであった。ŗś こうしてアメリカが大
量消費市場という国際公共財を提供して、世界各地の製品を吸収するという、
経済危機以前の世界経済が復活する見通しには、大きな翳りが生じたのであ
る。

Śǯȱȱハードパワー偏重からソフトパワー併用時代へ

　オバマ政権は、安全保障や経済面でのハードパワーが弱体化したにもかか
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わらず、果たして国際的な主導権を確保できるのか。本稿のテーマであるこ
の問いに答えるには、初めにアメリカのハードパワーの弱体化と言っても、
中国やインドなど新興工業諸国の著しい台頭が見込まれている将来はともか
く、当面の間は依然としてアメリカが第 ŗ位の地位を喪失することはない点
を確認する必要があろう。したがって、適切な問いは、アメリカは相対的な
優位を活用して国際的な主導権を発揮することができるのか、ということに
なる。
　この点でオバマ政権がブッシュ前政権と明らかに違うのは、ブッシュ政権
が単独主義に傾斜する面が強く、強引さで国際的な顰蹙を買うことが少なく
なかったのに対して、オバマ政権は国際協調を旨としていることである。オ
バマは ŘŖŖŞ年大統領選挙中から国際的に好感をもって迎えられ、ブッシュ
政権時代に損なわれたアメリカのソフトパワーを改善するのに有利な条件を
備えていた。しかも、アフガニスタンとイラク両国の情勢が混迷していたう
えに経済危機まで起こって、世界情勢の先行きへの不安が高まる中で、アメ
リカがリーダーシップを発揮することへの国際的な期待感も高まっていたの
である。
　オバマ政権の迅速な景気対策は、そのような国際的な期待感に応えるも
のであり、経済危機を惹き起こしたアメリカの金融も比較的早いペースで立
ち直りをみせている。そのお陰で公的資金を導入された金融機関で公的資金
を返済し始めたものも少なくなく、むしろ逆に多額の役員報酬やボーナスを
復活させて社会的な非難の的になり、オバマ自身が厳しく批判することにも
なったのである。オバマ政権が、金融危機の再来を防ぐためにヘッジ・ファ
ンドの登録制や、経済活動に多大な影響を及ぼす金融機関の監督の厳格化な
ど、金融規制の強化を打ち出し、連邦議会もそのイニシアティヴに応えて立
法化を推進したことや、GŘŖでも積極的にこの問題を取り挙げたのは、すで
に触れた通りである。
　その GŘŖの共同声明にも盛り込まれ、オバマ政権がブッシュ政権との違
いを際立たせたのは、地球温暖化防止にも意欲的に取り組んでいることであ
ろう。ŗŘ月にデンマークのコペンハーゲン市で開催された国際会議 COPŗś

に向けて、オバマ政権が国内の激しい反対を考慮して提案した、ŘŖŘŖ年ま
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でに温室効果ガスを ŘŖŖś年比で ŗŝƖ削減するという目標は、鳩山由紀夫首
相が ŗşşŖ年比で ŘśƖ削減を提案し、国際的に注目されたのと比べて、不十
分な印象しか与えず国際的な批判の的になった。しかし、発展途上国が削減
義務を負わされるのに激しく反発して、COPŗśの審議が難航する中でオバ
マは存在感を示すことができたのであった。
　すなわち、発展途上国の反発を緩和して妥協を導くために、オバマ政権は
日本政府の提案を受けて、クリントン国務長官が先進国が発展途上国の削減
を支援するために、ŘŖŘŖ年までに ŗǰŖŖŖ億ドルに及ぶ削減技術移転等の協力
を行なう方針を表明した。そのうえで、オバマ自身が強硬に反対する中国を
説得し、法的義務は伴わないものの、政府間合意を達成する主導権を発揮し
たのである。ŗŜ

　オバマ政権のソフトパワーの発揮という点で国際的に最も注目を集めたの
は、オバマが Ś月にプラハで行なった核兵器廃絶の提唱であろう。オバマは
その提唱により、ノーベル平和賞を受賞したが、その提唱は平和主義に基づ
く理想的な目標の表明にとどまるものではなかった。オバマは、広島や長崎
に原爆を使用したアメリカの国際的な責任を踏まえて、北朝鮮やイランが核
兵器の開発を進め、核兵器の拡散を防止するのが難しくなっている世界情勢
の現状を打開するのに、核廃絶が最良の手段になっていると判断していたの
である。
　この核廃絶の提唱は、アメリカでもすでに ŘŖŖŝ年 Ř月にヘンリー・A・キッ
シンジャーおよびジョージ・シュルツ元国務長官、ウィリアム・ペリー元国
防長官、サム・ナン元上院議員という、アメリカの歴代政府や連邦議会で安
全保障政策の重責を担った重鎮 Ś人が、超党派的に行なっていた。オバマ自
身も、翌 ŘŖŖŞ年 Ř月のニューハンプシャー州における大統領選挙の民主党
予備選で、公約に掲げていたのである。ŗŝ オバマは大統領在職中に実現す
るのは難しいだろうと述べていたものの、この方針の下で、すでにブッシュ
政権が計画していた旧東欧諸国へのミサイル防衛の配備を止め、強く抵抗し
ていたロシアとの間で核軍縮交渉を行なう方針を意欲的に進めている。
　このようにオバマ政権は、内政と対外政策の両面で大胆な政策課題を果敢
に打ち出し、アメリカが主導権を発揮する方針を積極的に追求している。ŗŞ
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内外の激しい反対に直面して達成できたものはまだ少なく、志半ばというの
が実情であるにしろ、そのような方針はアメリカのハードパワーの弱体化を
補い、ソフトパワーの基盤を国際的に高めて、主導権を発揮するのに有効な
ものと言うことができよう。
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